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また、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号。以下「法」という。）第２条及
び第３条に規定するとおり、青少年雇用対策は、青少年が、その意欲や能力に応じて、有為な職業
人として成育するよう、就職支援、職業生活における自立促進等の必要な支援を行うこととしてい
る。なお、同条の「青少年である労働者」は、現に働いている者に限らず、求職者やいわゆるニー
ト等の青少年も含まれるものである。
本方針の運営期間は、令和８年度から令和12年度までの５か年とする。
なお、経済社会情勢の変化等に伴い、本方針の運営期間中に新たな施策が必要となる場合は、本
方針の趣旨等を踏まえて機動的に対応するものとする。
第１ 青少年の職業生活の動向
１ 青少年を取り巻く環境の変化
我が国は、人工知能の急激な進化やデジタル化の進展等により産業構造がこれまでにない規模
とスピードで変化するとともに、労働者の構成や働き方についても大きく変化することが見込ま
れる時代を迎えている。また、人生100年時代の到来による労働者の職業人生の長期化や働き方
の多様化の進展を受け、新卒一括採用や長期雇用等に特徴付けられる日本型の雇用慣行も徐々に
変化している。
このような経済・社会環境を前提として、青少年の雇用動向を見ると、若年層の完全失業率は、
他の年齢層と比べるとなお高い水準にあるものの、低下傾向にある。
こうした中、学校等の新規卒業予定者（以下「学校卒業見込者」という。）の就職環境は新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大に伴う悪化から回復し、求人倍率や就職（内定）率は高い水準で
推移している一方で、いわゆるフリーターと呼ばれる不安定就労を繰り返す者が近年は微増に転
じ、いわゆるニートと呼ばれる若年無業者の数も高止まりしている。
また、高等学校等卒業者の大学（学部）への進学率は、引き続き上昇傾向にあり、平成22年以
降はおおむね50％を超える水準にある。その一方で、各学校段階での中途退学者が相当程度の頻
度で発生し、これらの者がその後、いわゆる非正規雇用となる割合が高くなるとともに、就職先
が決まらないまま卒業した者や卒業後に非正規雇用となる者も一定数存在しており、継続的な
キャリア形成を実現することが困難な状況となっている。
以下、これらの青少年の職業生活の動向について、より具体的なデータに基づき概観する。

２ 青少年等の現状
 若年労働力人口の動向
15歳から34歳までの若年労働力人口は、当該年齢層の人口そのものの減少にもかかわらず、
女性の労働参加の進展による増加もあり、近年は横ばいとなっており、令和６年で1764万人、
総労働力人口に占める割合は254％となっている（総務省「労働力調査」（令和６年））。他方で、
少子化が進展する中で長期的には減少傾向にあるとともに、各種の経済・雇用政策をある程度
講ずることにより、経済成長と女性等の労働市場への参加が一定程度進むと仮定した場合で
あっても、令和22年には1580万人（ピーク時（昭和43年）の665％）にまで減少することが見
込まれている（独立行政法人労働政策研究・研修機構「2023年度版 労働力需給の推計労働
力需給モデルによるシミュレーション」（令和６年）及び総務省「労働力調査」（令和６年））。
このように、中長期的に社会の支え手である若年労働力人口の減少は避けられず、これに伴い、
経済・社会システムの維持のための青少年１人当たりの負担はますます大きくなると見込まれ
る。
 青少年をめぐる雇用情勢
青少年の完全失業率は、令和６年で15歳から24歳までは40％、25歳から34歳までは34％と、
全体の完全失業率の25％と比べるとなお高水準にあるものの、平成22年頃から低下傾向にあ
る（総務省「労働力調査」（令和６年））。
また、学校卒業見込者の就職状況についても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う
悪化から回復したことに加え、人手不足も影響して大学・高等学校ともに学校卒業見込者の求
人倍率や就職（内定）率は高い水準を維持しており、令和７年３月卒業者の就職（内定）率は
大学で980％（文部科学省・厚生労働省「令和６年度大学・短期大学・高等専門学校及び専修
学校卒業予定者の就職内定状況等調査」）となったほか、高等学校でも990％（厚生労働省「令
和６年度高校・中学新卒者の就職内定状況等」）となっている。

一方、学校等を卒業後、就職して３年以内に離職する者の割合は、令和４年３月卒業者につ
いて、中学校卒業者で541％、高等学校卒業者で379％、大学卒業者で338％となっており、
中学校卒業者は、近年増加傾向にあるとともに、高等学校卒業者及び大学卒業者は、近年は微
増傾向にあり、直近は低下した（厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況（令和４年３月卒業
者）」）ものの、今後も低下傾向で推移するか否かは、なお見通し難いところである。
 就業構造の変化及び就業形態の多様化並びに自立に困難な課題を抱える青少年の増大
青少年の就業状況について、産業別の就業者数の構成割合を見ると、令和６年では「卸売業、
小売業」が161％と最も多く、次いで「製造業」が153％、近年労働市場における需要が高まっ
ている「医療、福祉」が130％と続いている。同じく職業別の就業者数の構成割合を見ると、「専
門的・技術的職業従事者」が237％と最も多く、次いで「事務従事者」が186％、「サービス職
業従事者」が152％、「販売従事者」が143％と続いている（総務省「労働力調査」（令和６年））。
学校卒業見込者の就職状況に改善が見られる一方で、学校等から職業生活への円滑な移行が
できず、キャリア形成に困難な課題を抱える青少年の存在が見られる。就職を希望しつつも就
職先が決まらないまま卒業した者を含め、卒業後に進学も就職もしない学校等の卒業者は、高
等学校卒業者（全日制・定時制）で約４万４千人（令和７年３月卒業者）、高等学校卒業者（通
信制）で約２万４千人（令和６年度間卒業者）、大学卒業者で約４万２千人（令和７年３月卒
業者）となっている。このうち、高等学校卒業者について、卒業後に進学も就職もしない学校
等の卒業者の割合は、高等学校卒業者（全日制・定時制）で47％となっているのに対し、高
等学校卒業者（通信制）は261％となっている（文部科学省「令和７年度学校基本調査」）。
また、非正規雇用労働者のうち、不本意ながら非正規雇用で働いている青少年の割合は令和
６年では69％となっており、近年は低下傾向にあるものの、特に25歳から34歳までの割合は
他の年齢層の割合と比べると依然として高い（総務省「労働力調査」（令和６年））。
非正規雇用労働者の給与は、全ての世代で正規雇用労働者の給与を下回り、正規雇用労働者
に比べ、年齢による変化が小さく、就業年数を重ねても増加することなく固定化していること
がうかがえる（厚生労働省「令和６年賃金構造基本統計調査」）。
フリーター数は、平成15年の217万人をピークにおおむね減少傾向にあったものの、令和４

年以降は増加傾向にあり、令和６年は136万人となっている（総務省「労働力調査」（令和６年））。
フリーター期間が長くなるほど、正規雇用への移行が難しくなる傾向が見られる（独立行政法
人労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就業行動と意識の変容『第５回 若者のワーク
スタイル調査』から」（令和４年））。
また、ニート数は、若年人口が減少傾向にあるにもかかわらず、令和２年には前年比で13万
人増の69万人となり、その後減少したものの、令和４年以降は増加傾向にあり、令和６年は61
万人となっている（総務省「労働力調査」（令和６年））。
高等学校・大学等の中途退学者については、高等学校で約４万５千人（文部科学省「令和６
年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」）、大学等で約６万１千
人（文部科学省「令和６年度 学生の中途退学者・休学者数の調査結果について」）となってい
る。中途退学後に就職した者の就業状況を見ると、正規雇用の比率が各学校を卒業した者に比
べて著しく低く、令和３年では約５割がアルバイト・パートの形態で働いており、安定的な仕
事に就くことが困難な状況が見られる（独立行政法人労働政策研究・研修機構「大都市の若者
の就業行動と意識の変容『第５回 若者のワークスタイル調査』から」（令和４年））。
このような状況の下で、キャリア形成の初期段階において基本的な職業能力の開発及び向上
がなされないことにより、将来的に人的資本の質が低下し、人口が減少する中での経済・社会
への影響が懸念される。
加えて、令和６年度の小・中学校の不登校児童生徒数は約35万４千人と過去最多となってい
るとともに、高等学校の不登校生徒数は、約６万８千人となっている（文部科学省「令和６年
度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」）。将来的には、学校等か
ら職業生活への円滑な移行に向けた支援がより重要となってくるものと考えられる。
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